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Abstract 

 
    XLPE( Crosslinked polyethylene insulated PVC sheathed cable )is expected that the water tree will decrease 

greatly by changing the crosslinking method of cross-linked polyethylene from a wet crosslinking method (E-T) to a 
dry crosslinking method (E-E). However, bow-tie tree caused by the presence of minute moisture and foreign matter 
in the cross-linked polyethylene, and the occurrence of the vented tree similar to the E-T type cable are concerned in 
the case where the water barrier measures are not applied to the cable. E-E cables with such water trees can be found 
by the residual charge method. However, it is impossible to grasp the cable section where the water tree occurs . Since 
similar events will increase due to aging in the future, research focusing on locating the weak insulation part is useful. 
In this report, we describe the propagation characteristics of tree charges in cables of E - E type CV cable which 28 
years have passed. 
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 はじめに

近年架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル(1)(CV
ケーブル)においては，絶縁体である架橋ポリエチレンの

架橋方式を湿式架橋方式(以下, E-T と表記)から乾式架橋

方式(以下, E-E と表記)に変えたことで架橋ポリエチレン

中の水トリーの発生確率が大幅に減少すると考えられて

いる。ただし，架橋ポリエチレン中の微小な水分や異物の

存在に起因したボウタイトリー，ケーブルに遮水対策が施

されていない場合には E-T タイプのケーブルと同様な外

導トリーの発生が懸念されている。現に，E-E タイプの CV
ケーブルは敷設から 30 年近くが経過し，水トリーケーブ

ルが散見されはじめたようである。このような水トリーを

有する E-E ケーブルは残留電荷法(2)により見つけること

ができるが，接続により数 km にも及ぶケーブルを対象と

した水トリー検出においては，水トリーが発生しているケ

ーブル区間を把握できない。今後，高経年化によって同様

な事象が増加することが懸念されることから，絶縁劣化部

の位置標定に主眼を置いた研究は有用である。 
本報告では，位置標定手法確立のための基礎研究として， 

敷設から 28 年が経過した E-E タイプの CV ケーブルを用 
いてケーブル内のパルスの伝搬特性及び水トリー電荷の 

a)工学研究科エネルギー系コース

b)電気システム工学科教授

c)東京電力パワーグリッド株式会社

挙動を確認した結果を述べる。 

 ケーブル中のパルスの伝搬過程

実験概要 
  CV ケーブルの劣化診断手法は様々なものがあるが，位

置標定に関する手法は確立されていない。本研究提案手法

においては，電気パルスの伝搬速度を必要とせず，時間の

重畳するパルス電圧に依存した水トリー電荷が検出され

始める時間∆tを測定することで水トリー蓄積電荷の放出

箇所を導出することが可能となる。本章では，インジェク

ションコイルを用いて，電力ケーブルに電流パルスを誘導

させて電流パルスの伝搬特性を検討した結果について述

べる。 
 

電力ケーブルで閉回路を形成した場合の伝

搬特性 
図 1 に実験システムを示す。使用した CV ケーブルは，

東京管内で撤去された 22kV 用の E-E ケーブルである。ケ

ーブルの両端で導体と遮蔽層を接続したもので，ケーブル

長は 150m である。左側を A 地点，右側を B 地点と表現

し，A 地点には CT センサとインジェクションコイルを配

した。B 地点には CT センサのみを配した。インジェクシ

ョン信号は，ファンクションジェネレータから周波数 1 
MHz で Vp-p=10V の 1 パルスを電流アンプに入力し，10  
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図 1. 電力ケーブルで閉回路を形成した場合の伝搬特性 
実験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) CT A 及び CT B で観測された電流パルス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)信号の立ち上がり部分 
図 2. 電力ケーブルで閉回路を形成した場合に得られ

た電流パルス 
 

dB 増幅して導体に注入した。A 地点及び B 地点に配した

CTセンサらの受信信号はサンプリングレート 100 MS/sで 
オシロスコープにより検出した。使用した同軸ケーブル 
 (RG-8U)の 40m である。 

図 2 に得られた結果を示す。電流立ち上がり部において

CT A と CT B の検出時間差は 850ns であり，ピーク値での

検出時間差は約 900ns である。ケーブル長は 150 m である

ので，これを到達時間で除することにより電流パルスの伝

搬速度が算出できる。850ns 及び 900ns の場合で，それぞ

れ 1.76×10⁸ m/s 及び 1.66×10⁸ m/s となる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
図 3. 電力ケーブルの片端が変圧器に接続された状態で接

地線からインジェクションする場合の伝搬特性伝搬特性

実験 
 

片端が変圧器に接続された状態で接地線から

インジェクションする場合の伝搬特性 
  図 3 に実験システムを示す。使用した CV ケーブルは，

東京管内で撤去された 22kV 用の E-E ケーブルで前項と同 
じであるが，150m から 40m 切り出したものを使用してい 
る。B 点は反射波の影響を抑制するために変圧器の 1 次側 
に接続した。インジェクションコイルは左側の A 地点の

接地線に配した。また，インジェクション信号は，ファン

クションジェネレータから周波数 1 MHz で Vp-p=10V の
1 パルスを電流アンプに入力し，10 dB 増幅して接地線か

ら注入した。A 地点及び B 地点に配した CT センサらの受

信信号はサンプリングレート 100 MS/s でオシロスコープ

により検出した。使用した同軸ケーブル(RG-8U)の 40m で

ある。 
図 4 に得られた結果を示す。電流立ち上がり部において

CT A と CT B の検出時間差は 200ns であり，ピーク値での

検出時間差は約 240ns である。ケーブル長は 40 m である

ので，前項で求めた伝搬速度から伝搬時間を見積もると

218 – 232 ns となる。得られた検出時間差はほぼ一致して

おり 3% - 9%の誤差である。なお，18ns のずれは，伝搬速

度を 1.7×10⁸ m/s とした場合に 3m に相当する。 
 

片端が変圧器に接続された状態で導体からイ

ンジェクションする場合の伝搬特性 
図 5 に実験システムを示す。使用した CV ケーブルは，

前項で使用したものと同じで 150m から 40m に切り出し

たものを使用している。また，前項と同様に，B 点は反射

波の影響を抑制するために変圧器の 1 次側に接続した。イ

ンジェクションコイルは左側の A 地点の導体に配した。

また，インジェクション信号は，ファンクションジェネレ

ータから周波数 1 MHz で Vp-p=10V の 1 パルスを電流ア

ンプに入力し，10 dB 増幅して導体から注入した。A 地点

及び B 地点に配した CT センサらの受信信号はサンプリ

ングレート 100 MS/s でオシロスコープにより検出した。

使用した同軸ケーブル(RG-8U)の 40m である。 
図 6 に得られた結果を示す。接地線からインジェクショ

ン信号を導入した図 3 に比べて，CT A 及び CT B で検出

した信号強度は大きく減衰している。A 地点側の接地線か

らの電流分岐の影響を受けているものと思われる。電流立 

144 宮 崎 大 学 工 学 部 紀 要 第47号



  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) CT A 及び CT B で観測された電流パルス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)インジェクション信号を含む信号の立ち上がり部分 

図 4. 片端が変圧器に接続された状態で接地線からインジ

ェクションする場合に得られた電流パルス 
 
ち上がり部において CT A と CT B の検出時間差は 180 ns
であり，ピーク値での検出時間差も約 180 ns である。ケー 
ブル長は 40 m であるので，前項で求めた伝搬速度から伝 
搬時間を見積もると 218 – 232 ns となる。得られた検出 
時間差の誤差は 15% - 22%となり，導体からのインジェク

ションよりも大きな誤差となる。（40ns のずれは，伝搬速

度を 1.7×10⁸ m/s とした場合に 6.8m に相当）これは，導

体と遮蔽層の伝搬速度の差が影響しているものと思われ

る。この視点から，導体の伝搬速度を算出すると

40m/(180ns)=2.2×10⁸ m/s となる。一方，前項の遮蔽層の

伝搬速度は，1.7～1.88×10⁸ m/s となる。 
 
 パルス電圧による残留電荷の応答特性

実験概要 
本研究では，水トリーケーブルと健全なケーブルが混在

する配電線網において，水トリー劣化部（区間）を特定す

る手法の開発を目的としている。加えて，低コストの装置

を実現するために既存の残留電荷測定装置に一部装置を

追加・改良することで位置標定が可能となるシステムの構

築を目指す。なお，位置標定は点標定式を基本とするもの 

 
 

 
 
 
 
図 5. 電力ケーブルの片端が変圧器に接続された状態で

導体からインジェクションする場合の伝搬特性伝搬特性

実験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       (a) CT A 及び CT B で観測された電流パルス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) インジェクション信号を含む信号の立ち上がり部分 
（CT B の波形は反転表示させている） 

図 6. 片端が変圧器に接続された状態で接地線からインジ

ェクションする場合に得られた電流パルス 
 
の，高経年ケーブル等のように遮蔽層が酸化劣化した場合

には接地層にインダクタンスが形成されるようになりパ 
ルス伝搬特性が変化するような場合においても対応でき 
るように位置標定時にケーブルの伝搬速度を考慮する必 
要のない方式を開発する。 
本章では，まず，撤去した E-E ケーブルで水トリーによ

る残留電圧をパルス電圧(3)の印加によっても計測できる

ことを示した上で残留電荷の挙動を明らかにした結果を

示す。 
 

パルス電圧による残留電荷の測定方法 

図 電力ケーブルの片端が変圧器に接続された状態で
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図 7. パルス電圧源を組み込んだ残留電荷計測用実験回路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8. ケーブルに印加した電圧パルスの波形 
 
本研究では，低コストの装置を実現するために既存の残留

電荷測定装置に一部装置を追加・改良することで位置標定

が可能となるシステムの構築を目指す。位置標定を可能 
とするためには，点標定方式に従い，残留電荷のパルス応 
答特性に着目する必要がある。そのため，既存の残留電荷 
測定方式に，パルス電圧を印加できる装置を組み込んだ。 

図 7 に，パルス電圧を印加して残留電圧の放出及び計測

を行う実健装置の概要を示す。パルス電圧は，ファンクシ

ョンジェネレータからの出力をパワーアンプにより増幅

し，さらに 6.6 kV 用柱上変圧器を用いて昇圧した。なお，

50 Hz や 60 Hz では問題ないが，周波数を高くするとパワ

ーアンプの出力インピーダンスと変圧器とのインピーダ

ンスの不整合から入力波形が変化すると共に出力電圧も

高くなりにくくなる。しかしながら，本章では残留電荷の

パルス状の電圧入力に対する時間応答特性を明らかにす

ることを目的としているため問題ないと考えた。 
図 7 において，本試験の最初に CV ケーブルに対して残

留電荷放出用パルスと同様のパルスをケーブルに対して

印加しその際にコンデンサにかかった電圧波形を取得し

た(参照波形)。次に，直流電圧 20 kV を 5 min 間印加し，

ケーブル内部の水トリーに電荷を蓄積した。その後，2 min
間ケーブルを接地して水トリー電荷以外の余分な電荷を

放出させた。次に，パルス電圧源を用いて 60Hz の正弦波

状パルスを１パルスのみ印加した。E-E ケーブルに印加し

た電圧パルスの波形を図 8 に示す。同パルスの波高値は 

 
 
 
 
 
 
 
 

(a)参照信号波形 (b)劣化信号波形 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c)参照信号と劣化信号の差信号波形 
図 9. パルスを用いた残留電荷法による取得波形 

 
5.2 kV であり，これは本研究で使用するパルス電圧源の

最大出力値である。柱上変圧器の接地端子と直列に配した

コンデンサにより電圧を取得した(劣化波形)。100 µF のコ

ンデンサの両端の電圧はオシロスコープで計測して，AD
コンバータを介して PC に保存した。オシロスコープのサ

ンプリングレートは 2.5 MS/s ～ 5 MS/s とした。 
図 9 に実験結果を示す。(a)の参照波形と(b)の劣化波形 

を比較すると同じ波形に見えるが差信号をとることによ

り(c)に示すような微小な残留電荷の信号成分が確認でき

る。同信号は，電圧の立ち上がり時点で負の短時間ピーク

を取った後，印加電圧が 1.5 kV 以上では約 8 ms 間は残留

電荷の信号は飽和している。 
 

残留電荷信号の周波数依存性 
残留電荷の応答特性の周波数依存性を明らかにするた

めに，入力電圧の周波数を 60 Hz から 120 Hz，500 kHz，
1 kHz と変化させた時の残留電荷の時間応答特性を評価し

た。図 10 に，入力した電圧波形を示す。インピーダンス

の不整合のため，120 Hz 以上の周波数では正弦波からの

ずれも大きくなるばかりでなく，出力電圧も高くなりにく

くなる。しかし，前述したように，本章では残留電荷のパ

ルス状の電圧入力に対する時間応答特性を明らかにする

ことを目的としているため問題ないと考えた。 
図 11(b)に，120Hz の擬似正弦波の 1 パルスで得られた

残留電荷の時間変化を示す。60 Hz の場合と比べて，入力

電圧波は低いものの残留電荷は確認でき，正負にまたがる

パルス幅の間に残留電荷が検出されている。すなわち，残

留電荷が観測される時間は周波数が高くなることで短く 
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(a)60Hz の放出パルス波形 (b)120Hz の放出パルス波形 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c)500Hz の放出パルス波形 (d)1kHz の放出パルス波形 

図 10. 入力電圧波形 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 放出パルス 120Hz 時        (b) 放出パルス 500H 時 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) 放出パルス 1kHz 時 
図 11. 各周波数における残留電荷波形とその時の放出パ

ルス波形 
 
なる。また，残留電圧は約 700 mV で飽和傾向にある。60 
Hz の場合は 1.5 kV であるので，飽和に至らしめる電圧は

半減している。 
また，図 11(c)及び図 12(d)に，500 Hz 及び 1 kHZ の擬似

正弦波の 1 パルスで得られた残留電荷の時間変化をそれ

ぞ 
れ示す。同図から明らかなように，印加電圧は低下してい

るものの，明確な残留電荷による信号を確認することがで 
きる。加えて，残留電荷が計測され続ける継続時間が短く

なっていることが分かる。 
 

結論 
 
本研究では残留電荷法を用いて CV ケーブル内の水ト

リー劣化位置標定技術開発のための基礎研究として CV
ケーブル内の電流パルスの伝搬特性を明らかにするため

にインジェクションコイルを用いて，22kV 級 E-E ケーブ

ルに電流パルスを誘導させて電流パルスの伝搬特性を検

討した。また，同ケーブルにパルス電圧を用いた残留電荷

法を適用し残留電荷の検出を行った。さらに，残留電荷の

周波数依存性についての調査を行った。以下にその結果を

まとめる。 
(1)導体からの電流インジェクション，接地線からの電

流インジェクション，ともに問題なく行えることを明らか

にした。ただし，伝搬経路において分岐点が存在するとイ

ンジェクション電流も分流されるために，検出点でのイン

ジェクション電流値が低下することが確認された。これに

ついては，今後，さらなる現象の解析が必要である。また，

導体からのインジェクション行った場合の伝搬速度は 2.2
×10⁸ m/s，遮蔽層からの伝搬速度は 1.7～1.88×10⁸ m/s
となることを明らかにした。 

(2) 入力電圧をパルス状にすることで既存の残留電荷

法よりもより低い電圧で残留電荷を検出できることが明

らかとなった。さらに，残留電荷の放出における周波数依

存性は，周波数を 60 Hz から高くした場合においても入力

電圧の正負にまたがるパルス幅の間に残留電荷が検出さ

れ，残留電荷が観測される時間は周波数が高くなることで

短くなることを明らかにした。 
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